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24 一 経 理 知 識 一
1.は じめに
近年、任意組合や匿名組合、特定目的会社、LLPな ど、従来の会社と異なったいわゆ
る多様な事業体が注 目され るようになっている。 これらの事業体の多くは、税務上パス ・
スルー扱い となってお り、事業体 自体は納税主体 となっていない。すなわち、所得税法上
または法人税法上はその構成員に着 目し、構成員が個人であればその構成員に対 し、個人
所得税を課 し、法人であれば法人税を課す とい うことである。






複数の者が集まって何 らかの事業活動 を行お うとする場合、そこでは何 らかの形で組織








っている 「株式会社」及び 「有限会社」 と、出資者が無限責任社員と有限責任社員で構
成される 「合資会社」、出資者全員が無限責任を負 う 「合名会社」の4つ に区分 され る。
これ らの法人格を有す る組織体は、その人格に着 目して、税を課すシステムとなって
いる。すなわち、現行の法人税制は法人格の有無に着 目して課税対象 とす るか否かを決











た制度である。 ちなみに、外国のLLC制 度は、法人のメ リット(人格あ り)と組合 とし
ての良い ところ(内部自治の柔軟性)とを兼ね備 えた組織体として、1980年代に認められ
るよ うになった制度である。LLCの 具体的なメリットは次のよ うな点にあるとされて
いる。
イ 組織体自体に法人格が認められていること。
その結果、法人の場合 と同 じように当該組織体 自体が構成員 と孤立 した形で契約する
ことができる。
ロ 出資である社員は全て有限責任制となっていること。 ・
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を請け負 う共同事業体(いわゆるジョイン ト・ベ ンチャー)も、ここでい う組合に該当す
る。②













































ている。その意味で、 日本版LLPと共通 した位置付けとなっている。ただ、 日本版LLP
では出資者全員が有限責任 とされているのに対 し、ファン ドにあっては無限責任組合員
と有限責任組合員が併存 し、組合の義務は基本的に無限責任組合員が行 うこととされて












信託の当事者は、財産の持分等である委託者 と、それ らの財産の管理等 をする受託者
及び財産の収益等を享受す る受益者で構成される。 しかし、信託の受託者には自己の名













匿名組合(商法536条)とい う事業体が存在 していた。 これ らの事業体は、法人格を有 し
ていないことから、それ 自体は納税主体とならず、その構成員に直接課税 されるいわゆ
るパス ・スルー課税 となっていた。 しかし、これ らの事業体は、法人格がないため契約
当事者になることができないな ど使い勝手が良くないとして、あま り活用 されていなか
った。
ところが、米国で流行 していたリース取引、なかでも多額の借入金によってその効果
を高める、いわゆるレバ リッジ ド・リースの手法にこの種の事業体が使われ るよ うにな
ったことか ら注目されるよ うになった。そ して、高額所得者又は高所得法人が、 これ ら
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そこで、外国のこの種の事業体を利用 して、わが国の投資家が多額の借 り入れ を行っ
た うえでこれ らの事業体に投資をし、そこで生 じたペーパー上の損失を自己の損失 とし
て日本に取 り込む という手法が用いられるようになった。具体的には、米国で有限責任




テ ッド・パー トナーシップ(LPS)で生 じたペーパー上の損失を取 り込み、これを他の
所得と通算 していた事例もある。 これ らについても、課税当局がこの事業体(LPS)を
法人と認定 し、損失の取 り込みを否認 している。(12)













法人格 を有す る事業体への出資持分の評価のうち、公開市場等で取引され る持分等の
評価には特段の問題はない。 しかし、取引相場のない出資持分については、その評価が















a、大会社 … 原則 として類似業種比準方式
この種の会社 は、規模的にみて上場会社に近い性格を有 している。そこで、その
株式の評価にあたっても上場会社 との均衡を図ることが必要 と考えられる。 このよ
うなことか ら、これ らの株式の評価にあたっては、原則 として類似業種比準方式に
より評価することとしているものである。ただし、これ らの株式が非上場株式 であ
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b、中会社 … 大会社 と小会社の併用方式 この種の会社は、大会社 と小会社の中
間にあることから、両者の評価方法が併用方式によることとされたものである。












小売 ・サービス業 5,000万円未満又は従業員数が10人以下 6,000万円未 満
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イ 元本を受益する場合は、 この通達に定めるところによ り評価 した課税時期






株主の中には事業経営への影響力を行使 しえない者 も存在す る。このよ うな者は、常



















































企業組織の再編は、形式的にみれば旧来の会社が消滅 して新 しい会社がスター トする
などの形で行われる。 したがって、その際においても旧会社の財産の評価が必要 となっ
てくる。そ して、これを税務のサイ ドからみれば、旧会社か ら新会社への移行は旧会社
がその有する財産を新会社 に売却 した とみることができる。そのため、組織再編にあた









編が税制適格でない限 り、再編時に時価を認識 し、譲渡損益に対 して課税がなされる。
他方会計上はパーチャス法によっていた場合であっても、それが税制適格組織再編に該
















































1一 時的には過去3～5年 の実績 をベースに将来を予測
2例 えば長期利子率を控除 負担率の合計額 としている例が多い
ロD、C、F法(デ ィスカ ウン ト・キャッシュフロー法)












































その うえで、これ らの方式は、可能な限 り多くを用いて計算するとともに、事業の概
要、会社 の状況、株主の状況等を総合的に勘案 して、適用すべき評価方法の選択又はそ
れ らに対するウェー ト付けの検討を行 うとともに、大局的見地か ら再検討を行った うえ
で最終的な鑑定評価価額を決定するよう求めている。⑳





いった多様な事業体への出資等の評価においても必用 となる。そ してその評価は、税 目
的のみならず、 これらの組織体の参賀者の脱退、解散、持分譲渡等の際にも必要 となっ


















ってファン ドの人気があが り、業績 もあがっていたと場合はそれ らの者の脱退は、当該
組合又は、ファン ドがたとえ継続 していたとしても、その者の脱退により従来どお りの
業績をあげることが期待できなくなって しまう可能性が高い。その場合、脱退する者か
ら見れば、自己のブラン ド使用に見合 う分、すなわち自己の出資持分以上の払戻 しを受
けられると考えることは当然である。
他方、脱退 される側又はその者の持分を購入す る側 からみればたとえ脱退者がどんな
に有能であろ うとも、その者の出資持分を上回った金額でその持分を購入することはな
いであろう。それ どころか、その後の投資持分の回収が見込めないであろう。出資持分






























































1年度末 5,000 1,500 100 3,400 6,000 △2,600
2年度末 5,000 1,500 100 3,400 6,000 △2,600
3年度末 5,000 1,500 100 3,400 6,000 △2,600
4年度末 5,000 1,500 100 3,400 6,000 △2,600
5年度末 5,000 1,500 100 3,400 6,000 △2,600
計 25,000 7,500 500 17,000 30,000 △13,000
※1支 払 利 息(投 資 家 一 人 当 た り)=30,000万円 ×5%=1,500万 円
※2キ ャ ッ シ ュ イ ン フ ロ ー=① 一(②+③)
※ 減 価 償 却 費(投 資 家1人 当 た り)=40,000万 円 ×0.9×1/6=6,000万円
2リ ース事業か らの合 計収入(キ ャッシ ュフローベー ス)
キャッシュイ ンフ ロー合計額17,000万円+売 却収入24,000万円
一(出資額10,000万円+借 入額30,000万円)=1,000万 円
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1～5年 度の累計不動産所得 △2,600万円 ×5年=△13,000万円
同所 得に係 る税額 △13,000万円 ×50%=△6,500万円
(2)譲渡所得 に係 る税 額
譲渡所 得=[(売却価 格24,000万円一簿価10,000万円)一特別控 除50万 円]×1/2=
6,975万円
※ 譲 渡所得 は、長期 譲渡所得 に該 当す る ことか ら、譲 渡利益 の金 額 の2分 の1に 相 当
す る金額 とな る。
同所得 にかかわ る税額=△6,500万円 ×50%=3,487万円(端数切捨て)
(3)税効果合 計=△6,500万円+3,487万円=△3,013万円
(参考2)
(類似業種 比準価額の算定方法 … 財産評価 基準通達)
類似業 種比準価 額 は、類似 業種の株価並 びに1株 当た りの配 当金額 、年利 益金額及 び総
資産価額(帳 簿価額 に よって計 算 した金額)を基 と し、次の算式 に よって計 算 した金額 とす
る。この場 合 にお いて 、評価会社 の直前期末 にお ける資本金額 を直前期末 にお ける発 行済
株式数 で除 した金 額(以下 「1株あた りの基本金 の額jと い う。)が50円以 下の金額 であ る
ときは、その計算 した金額 に、1株 当た りの資本金 の額の50円に対す る倍数 を乗 じて計算
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注
(1)資産流 動化 法 に基 づ く特 定 目的会社





(7)平成10年10月21日 付 課 審3-41通 産 省 中小企 業 庁 計画部 長 か らの照 会 に対 す る国税 庁 の 回答
参照
(8)大阪地 裁 平成10年10月6日 付 判決
(9)名古屋 地裁 平 成16年10月28日 付 判 決
(IO)相待 法67条 の12
(11)同法67条 の13
(12)例えば、 平成16年3月22日 朝 日新 聞
(13)ちなみ に地上 権 、生命 保 険解 約 等に つ いて は 、相続 税法 で別 途評 価方 法 が定 め られ て い る。
(14)昭和39年4月25日 付 直 資56・直 書(資)17ち な み に 、同通 達 第1章 総則(評 価 の原 則)で は、 時
価 の意 義 につ い て次 の よ うに規 定 してい る。 「財 産 の価 額 は 、時価 に よる もの と し、時 価 とは課 税 時
期 にお いて 、それ ぞれ の財 産 の 現況 に応 じ、不 特定 多数 の 当事者 間 で 自由 な取 引 が行 われ る場 合 に
通 常成立 す る と認 め られ る価 額 をい い 、そ の価 額 は この通 達の 定め に よっ て評価 した価 額 に よる。
(15)同通 達178
(16)同通 達180なお 、具 体的 な 計算 方式 につい て は本稿 末 尾参 考2参 照
(17)同通 達194
(18)同通 達194-2本 書 き










(29)同評 価マ ニ ュアルN2(5)～(7)
(30)例えば 、EstateofStrangevsComissoner事業(293F3d279(5th2002))
なお 、米 国 の遺産 税 は、 わが 国 の相続 税 に相 当する もの があ るが 、遺 産税 に お いて は、 納税義 務 者
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